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１．介護保険をとりまく状況



① 65歳以上の高齢者数は、2025年には3,657万人となり、2042年にはピークを迎える予測（3,878万人）。
また、75歳以上高齢者の全人口に占める割合は増加していき、2055年には、25％を超える見込み。

2015年 2020年 2025年 2055年

65歳以上高齢者人口（割合） 3,387万人（26.6%） 3,619万人（28.9%） 3,677万人（30.0%） 3,704万人（38.0%）

75歳以上高齢者人口（割合） 1,632万人（12.8%） 1,872万人（14.9%） 2,180万人（17.8%） 2,446万人（25.1%）

② 65歳以上高齢者のうち、認知症高齢者が増加していく。

④ 75歳以上人口は、都市部では急速に増加し、もともと高齢者人口の多い地方でも緩やかに増加する。各地域の高齢化の状況
は異なるため、各地域の特性に応じた対応が必要。 ※都道府県名欄の（ ）内の数字は倍率の順位

（1,000世帯） 世帯主が65歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯数の推計
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2025年
＜＞は割合
（ ）は倍率

120.9万人
＜16.8％＞
（1.56倍）

107.2万人
＜17.5%＞
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（1.11倍）

21.0万人
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（1.10倍）

2180.0万人
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（1.34倍）

（％）

③ 世帯主が65歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加していく

今後の介護保険をとりまく状況
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国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（全国） (平成29(2017)年4月推計)」より作成

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成30(2018)年3月推計)」より作成

2012年 2025年

（括弧内は65歳以上人口対比）

462万人
(15%)

約700万人
(約20%)

※「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関
する研究」（平成26年度厚生労働科学研究費補助金特
別研究事業 九州大学 二宮教授）による速報値
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○75歳以上人口は、介護保険創設の2000年以降、急速に
増加してきたが、2025年までの10年間も、急速に増加。

〇2030年頃から75歳以上人口は急速には伸びなくなるが、
一方、85歳以上人口はその後の10年程度は増加が続く。

75～84歳

85歳～

20～39歳

65歳～（第１号被保険者）

（資料）将来推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成29年４月推計）出生中位（死亡中位）推計
実績は、総務省統計局「国勢調査」（国籍・年齢不詳人口を按分補正した人口）

（万人） （万人）

40～64歳（第2号被保険者）

○保険料負担者である40歳以上人口は、介護保険創設の
2000年以降、増加してきたが、2021年をピークに減少す
る。
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（単位：万人）

（出典：介護保険事業状況報告）

注１）陸前高田市、大槌町、女川町、桑折町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町は含まれていない。

注２）楢葉町、富岡町、大熊町は含まれていない。

要介護（要支援）の認定者数は、平成２８年４月現在６３３万人で、この１７年間で約２．９０倍に。このうち
軽度の認定者数の増が大きい。また、近年、増加のペースが再び拡大。
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６．９
兆円６．７

兆円

○ 総費用

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

５．７
兆円

３．６
兆円

４．６
兆円

５．２
兆円

６．２
兆円

６．４
兆円

６．４
兆円

(12年度)   (13年度) (14年度) (15年度)  (16年度)   (17年度) (18年度) (19年度)   (20年度)   (21年度)  (22年度)   (23年度)  （24年度) （25年度） （26年度） (27年度)

７．４
兆円

２，９１１円

○ 65歳以上が支払う保険料 〔 全国平均 ( 月額・加重平均 ) 〕

８．２
兆円７．８

兆円

介護保険の総費用（※）は、年々増加

※介護保険に係る事務コストや人件費などは含まない（地方交付税により措置されている）。

８．８
兆円

介護費用と保険料の推移

９．２
兆円

９．６
兆円

９．８
兆円

３，２９３円
(＋１３％)

４，０９０円
(＋２４％)

４，１６０円
(＋１.７％)

４，９７２円
(＋２０％)

５，５１４円
(＋１１％)

第1期（H12～14年度）
（2000~2002）

第6期（H27～29年度）
（2015~2017）

第5期（H24～26年度）
（2012~2014）

第4期（H21～23年度）
（2009~2011）

第3期（H18～20年度）
（2006~2008）

第2期（H15～17年度）
（2003~2005）

第7期（H30～32年度）
（2018~2020）

５，８６９円
(＋６％)

６



２．地域包括ケア強化法
（平成２９年介護保険法改正）



１ 自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進（介護保険法）
全市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止に向けて取り組む仕組みの制度化

・ 国から提供されたデータを分析の上、介護保険事業（支援）計画を策定。計画に介護予防・重度化防止等の取組内容と目標を記載
・ 都道府県による市町村に対する支援事業の創設 ・ 財政的インセンティブの付与の規定の整備

（その他）

・ 地域包括支援センターの機能強化（市町村による評価の義務づけ等）

・ 居宅サービス事業者の指定等に対する保険者の関与強化（小規模多機能等を普及させる観点からの指定拒否の仕組み等の導入）

・ 認知症施策の推進（新オレンジプランの基本的な考え方（普及・啓発等の関連施策の総合的な推進）を制度上明確化）

２ 医療・介護の連携の推進等（介護保険法、医療法）
① 「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」としての機能とを兼ね備えた、新たな介護保険施設を創設

※ 現行の介護療養病床の経過措置期間については、６年間延長することとする。病院又は診療所から新施設に転換した場合には、転換前の病院又は診療所の

名称を引き続き使用できることとする。

② 医療・介護の連携等に関し、都道府県による市町村に対する必要な情報の提供その他の支援の規定を整備

３ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進等（社会福祉法、介護保険法、障害者総合支援法、児童福祉法）
・ 市町村による地域住民と行政等との協働による包括的支援体制作り、福祉分野の共通事項を記載した地域福祉計画の策定の

努力義務化
・ 高齢者と障害児者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障害福祉制度に新たに共生型サービスを位置付ける

（その他）

・ 有料老人ホームの入居者保護のための施策の強化（事業停止命令の創設、前払金の保全措置の義務の対象拡大等）

・ 障害者支援施設等を退所して介護保険施設等に入所した場合の保険者の見直し（障害者支援施設等に入所する前の市町村を保険者とする。）

Ⅰ 地域包括ケアシステムの深化・推進

４ ２割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合を３割とする。（介護保険法）

５ 介護納付金への総報酬割の導入（介護保険法）

・ 各医療保険者が納付する介護納付金（40～64歳の保険料）について、被用者保険間では『総報酬割』（報酬額に比例した負担）とする。

Ⅱ 介護保険制度の持続可能性の確保

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律のポイント

※ 平成３０年４月１日施行。（ Ⅱ５は平成29年8月分の介護納付金から適用、Ⅱ４は平成３０年８月１日施行）

高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能性を確保
することに配慮し、サービスを必要とする方に必要なサービスが提供されるようにする。

平成29年５月26日成立、６月２日公布
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データに
基づく
地域課題
の分析

取組内容・
目標の計画へ
の記載

保険者機能の発揮・向上（取組内容）

・ リハビリ職等と連携して効果的な介護予
防を実施
・ 保険者が、多職種が参加する地域ケア
会議を活用しケアマネジメントを支援

等

適切な指標に
よる実績評価

・ 要介護状態
の維持・改善
度合い
・ 地域ケア会
議の開催状況

等

インセンティブ

・ 結果の公表
・ 財政的インセン
ティブ付与

都道府県が研修等を通じて市町村を支援

１．保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止に向けた取組の推進（法改正）

見直し内容

国による
分析支援

○ 高齢化が進展する中で、地域包括ケアシステムを推進するとともに、制度の持続可能性を維持するためには、
保険者が地域の課題を分析して、高齢者がその有する能力に応じた自立した生活を送っていただくための取組
を進めることが必要。

○ 全市町村が保険者機能を発揮して、自立支援・重度化防止に取り組むよう、
① データに基づく課題分析と対応（取組内容・目標の介護保険事業（支援）計画への記載）
② 適切な指標による実績評価
③ インセンティブの付与
を法律により制度化。

※主な法律事項
・介護保険事業（支援）計画の策定に当たり、国から提供されたデータの分析の実施
・介護保険事業（支援）計画に介護予防・重度化防止等の取組内容及び目標を記載
・都道府県による市町村支援の規定の整備
・介護保険事業（支援）計画に位置付けられた目標の達成状況についての公表及び報告
・財政的インセンティブの付与の規定の整備

～ 保険者機能の抜本強化 ～
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○ 平成29年地域包括ケア強化法において、高齢者の自立支援・重度化防止等に向けた保険者の取組や都道府県による保険者支援の取組が全国
で実施されるよう、ＰＤＣＡサイクルによる取組を制度化

○ この一環として、自治体への財政的インセンティブとして、市町村や都道府県の様々な取組の達成状況を評価できるよう客観的な指標を設定し、
市町村や都道府県の高齢者の自立支援、重度化防止等に関する取組を推進するための新たな交付金を創設

平成３０年度予算額 ２００億円趣 旨

＜市町村分（２００億円のうち１９０億円程度）＞
１ 交付対象 市町村（特別区、広域連合及び一部事務組合を含む。）
２ 交付方法 評価指標の達成状況（評価指標の総合得点）に応じて分配
３ 活用方法 国、都道府県、市町村及び第２号保険料の法定負担割合に加えて、

介護保険特別会計に充当
なお、交付金は、高齢者の市町村の自立支援・重度化防止等に向

けた取組を支援し、一層推進することを趣旨としていることも踏まえ、
各保険者におかれては、交付金を活用し、地域支援事業、市町村特
別給付、保健福祉事業を充実し、高齢者の自立支援、重度化防止、
介護予防等に必要な取組を進めていくことが重要

概 要

＜都道府県分（２００億円のうち１０億円程度）＞

１ 交付対象 都道府県

２ 交付方法 評価指標の達成状況（評価指標の総合得点）に応じて分配

３ 活用方法 高齢者の自立支援・重度化防止等に向けて市町村を支援する

各種事業（市町村に対する研修事業や、リハビリ専門職等の派

遣事業等）の事業費に充当

保険者機能強化推進交付金（介護保険における自治体への財政的インセンティブ）

＜参考１＞平成２９年介護保険法改正による保険者機能の強化

データに
基づく

地域課題の
分析 取組内容・

目標の計画へ
の記載

保険者機能の発揮・向上（取組内容）

・ リハビリ職等と連携して効果的な介護予防を実施
・ 保険者が、多職種が参加する地域ケア会議を活用
しケアマネジメントを支援

等

適切な指標による
実績評価

・ 要介護状態の維
持・改善度合い
・ 地域ケア会議の
開催状況

等

インセンティブ

・ 結果の公表
・ 財政的インセ
ンティブ付与

都道府県が研修等を通じて市町村を支援

国による
分析支援

＜参考２＞市町村 評価指標 ※主な評価指標

☑介護予防の場にリハビリ専門職が関与する仕組みを設けているか
☑介護予防に資する住民主体の通いの場への65歳以上の方の参加者数
はどの程度か 等

☑ケアプラン点検をどの程度実施しているか
☑福祉用具や住宅改修の利用に際してリハビリ専門職等が関与する仕組み
を設けているか 等

①ＰＤＣＡサイクルの活用による保険者機能の強化

③多職種連携による地域ケア会議の活性化

④介護予防の推進

⑤介護給付適正化事業の推進

⑥要介護状態の維持・改善の度合い
☑要介護認定者の要介護認定の変化率はどの程度か

②ケアマネジメントの質の向上
☑保険者として、ケアマネジメントに関する保険者の基本方針を、ケアマネ
ジャーに対して伝えているか 等

☑地域包括ケア「見える化」システムを活用して他の保険者と比較する

等、地域の介護保険事業の特徴を把握しているか 等

☑地域ケア会議において多職種が連携し、自立支援・重度化防止等に資
する観点から個別事例の検討を行い、対応策を講じているか

☑地域ケア会議における個別事例の検討件数割合はどの程度か 等

※ 都道府県指標については、管内の地域分析や課題の把握、市町村向けの研修の実施、リハビリ専門職等の派遣状況等を設定

10



２．新たな介護保険施設の創設（法改正）

○今後、増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、「日常的な医学管理が必要な
重介護者の受入れ」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」としての機能を兼ね備え
た、新たな介護保険施設を創設する。

○病院又は診療所から新施設に転換した場合には、転換前の病院又は診療所の名称を引き続き使用で
きることとする。

＜新たな介護保険施設の概要＞

見直し内容

名称
介護医療院
※ただし、病院又は診療所から新施設に転換した場合には、転換前の病院又は診

療所の名称を引き続き使用できることとする。

機能
要介護者に対し、「長期療養のための医療」と「日常生活上の世話（介護）」を
一体的に提供する。（介護保険法上の介護保険施設だが、医療法上は医療提供施
設として法的に位置づける。）

開設主体 地方公共団体、医療法人、社会福祉法人などの非営利法人等

※ 具体的な介護報酬、基準、転換支援策については、介護給付費分科会等で検討。

☆ 現行の介護療養病床の経過措置期間については、６年間延長することとする。
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○ 療養病床は、病院又は診療所の病床のうち、主として長期にわたり療養を必要とする患者を入院させるもの。

○ 医療保険の『医療療養病床（医療保険財源）』と、介護保険の『介護療養病床（介護保険財源）』がある。

○ 要介護高齢者の長期療養・生活施設である新たな介護保険施設「介護医療院」を創設。（平成30年４月施行）

医療療養病床

介護療養病床

介護医療院
介護老人
保健施設

特別養護老人
ホーム療養１・２

（20対1）

経過措置
（25対1）

Ⅰ型 Ⅱ型

概 要

病院・診療所の病床のうち、主とし
て長期療養を必要とする患者を入
院させるもの

※療養１・２は医療区分２・３の患者がそれ
ぞれ８割・５割以上

病院・診療所の病床のうち、長期
療養を必要とする要介護者に対
し、医学的管理の下における介
護、必要な医療等を提供するも
の

要介護者の
長期療養・生活施設

要介護者にリハビリ
等を提供し、在宅
復帰を目指す施
設

要介護者のための
生活施設

病床数 約15.1
万床 ※1

約6.6

万床 ※1
約5.5万床 ※２ ー ー

約36.8万床 ※3

（うち介護療養型：
約0.9万床）

約56.7万床 ※3

設置根拠

医療法（医療提供施設）
老人福祉法

（老人福祉施設）医療法（病院・診療所）
医療法（病院・診療所）

介護保険法 （介護医療院） 介護保険法
（介護老人保健施設）介護保険法（介護療養型医療施設）

施
設
基
準

医師 48対１（３名以上） 48対１（３名以上）
48対１ 100対１

100対１
（１名以上）

健康管理及び療養
上の指導のための
必要な数

（３名以上。宿直を行う医師を置かない場合
は１名以上）

看護
職員

４対１ ６対１ ６対１ ６対１ ３対１
（うち看護職員を
2/7程度を標準）

３対１
介護
職員

４対１ ６対１～４対１
療養機能強化型は５対１～４対１

５対１～４対１ ６対１～４対１

面 積 6.4㎡ 6.4㎡ 8.0㎡以上 ※５ 8.0㎡ ※６ 10.65㎡（原則個室）

設置期限 ー 平成35年度末 （平成30年４月施行） ー ー

療養病床等の概要

（35年度末まで、６対１で可）

２対１

（３対１）

（35年度末まで、６対１で可）

※１ 施設基準届出（平成28年７月１日） ※２ 病院報告（平成29年３月分概数） ※３ 介護サービス施設・事業所調査（平成27年10月１日） ※４ 医療療養病床にあっては看護補助者。
※５ 大規模改修まで6.4㎡以上で可。 ※６ 介護療養型は大規模改修まで6.4㎡以上で可。
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障害福祉サービス事業所等

介護保険事業所

３．地域共生社会の実現に向けた取組の推進（法改正）

新たに共生型サービスを位置づけ

○ 高齢者と障害児者が同一の事業所でサービスを受けやすくするため、 介護保険と障害福祉両方の制度に
新たに共生型サービスを位置付ける。（指定基準等は、平成30年度介護報酬改定及び障害福祉サービス等報酬改定時に検討）

サービスを提供する場合、
それぞれ指定基準を
満たす必要がある

共生型サービス事業所
新

介護保険事業所障害福祉サービス事業所等

高齢者障害児者
高齢者障害児者 障害福祉サービス事業

所等であれば、介護保険
事業所の指定も受けや
すくする特例を設ける。
※逆も同じ

※対象サービスは、
①ホームヘルプサービス、
②デイサービス、
③ショートステイ等を想定

現行

「我が事・丸ごと」の地域作り・包括的な支援体制の整備

１．「我が事・丸ごと」の地域福祉推進の理念を規定
地域福祉の推進の理念として、支援を必要とする住民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生活課題について、住民や福祉関係者に

よる①把握及び②関係機関との連携等による解決 が図られることを目指す旨を明記。

２．この理念を実現するため、市町村が以下の包括的な支援体制づくりに努める旨を規定
○ 地域住民の地域福祉活動への参加を促進するための環境整備
○ 住民に身近な圏域において、分野を超えて地域生活課題について総合的に相談に応じ、関係機関と連絡調整等を行う体制（＊）

○ 主に市町村圏域において、生活困窮者自立相談支援機関等の関係機関が協働して、複合化した地域生活課題を解決するための体制

３．地域福祉計画の充実
○ 市町村が地域福祉計画を策定するよう努めるとともに、福祉の各分野における共通事項を定め、上位計画として

位置づける。（都道府県が策定する地域福祉支援計画についても同様。）

（＊）例えば、地区社協、市区町村社協の地区担当、地域包括支援センター、相談支援事業所、地域子育て支援拠点、利用者支援事業、社会福祉法人、
ＮＰＯ法人等

※法律の公布後３年を目途として、２の体制を全国的に整備するための方策について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる旨の附則を置く。
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※１ 具体的な基準は政令事項。現時点では、「合計所得金額（給与収入や事業収入等から給与所得控除や必要経費を控除した額） 220万円以上」かつ「年金収入＋その他合計所得金額340万円以上（単身世帯の場合。夫婦世帯
の場合463万円以上）」とすることを想定。⇒単身で年金収入のみの場合344万円以上に相当

※２ 「合計所得金額160万円以上」かつ「年金収入＋その他合計所得金額280万円以上（単身世帯の場合。夫婦世帯の場合346万円以上）」⇒単身で年金収入のみの場合280万円以上に相当

※介護保険事業状況報告（平成２８年４月月報）
※特養入所者の一般的な費用額の２割相当分は、既に44,400円の上限に当たっているため、３割負担となっても、負担増

となる方はほとんどいない。

４．現役世代並みの所得のある者の利用者負担割合の見直し（法改正）

世代間・世代内の公平性を確保しつつ、制度の持続可能性を高める観点から、２割負担者のうち特に所得の
高い層の負担割合を ３割とする。ただし、月額４４，４００円の負担の上限あり。【平成30年８月施行】

見直し内容

負担割合

年金収入等 340万円以上
（※１） ２割 ⇒ ３割

２割
年金収入等 280万円以上

（※2）

年金収入等 280万円未満 １割

特養

受給者数（実績） 360 136 56 496

３割負担（推計） 約13 約4 約1 約16

うち負担増
（対受給者数）

約11
（3％）

約1
（1％）

約0.0
（0.0％）

約12
（3％）

２割負担（実績） 35 10 2 45

１割負担（実績） 325 126 54 451

【対象者数】

（単位：万人）

【利用者負担割合】

受給者全体：４９６万人

３割負担となり、負担増となる者：約１２万人（全体の約３％）

現行制度の２割負担者：４５万人

合計
施設・居住系在宅サービス
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５．介護納付金における総報酬割の導入（法改正）

見直し内容

○ 第２号被保険者（40～64歳）の保険料は、介護納付金として医療保険者に賦課しており、各医療保険者が加
入者である第２号被保険者の負担すべき費用を一括納付している。

○ 各医療保険者は、介護納付金を、２号被保険者である『加入者数に応じて負担』しているが、これを被用者保
険間では『報酬額に比例した負担』とする。（激変緩和の観点から段階的に導入）【平成29年8月分より実施】

第２号被保険者
の保険料 28%

第１号被保険者の
保険料 22%

地方自治体
負担 25%

国庫負担
25%

【介護給付費の財源】

「負担増」となる被保険者 約１，３００万人

「負担減」となる被保険者 約１，７００万人

国 保

医療保険者が介護納付金として負担

協会けんぽ健保組合 共済組合

各医療保険者は、被保険者数に
応じて納付金を負担（加入者割）

被用者保険間では報酬額
に比例して負担する仕組
み（総報酬割）を導入

２９年度
３０年度 ３１年度 ３２年度

～７月 ８月～

総報酬
割分

なし １／２ １／２ ３／４ 全面

【総報酬割導入のスケジュール】

【全面総報酬割導入の際に影響を受ける被保険者数】

※ 平成26年度実績ベース
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３．要介護認定の見直し



申請区分等
原則の

認定有効期間
設定可能な

認定有効期間の範囲

新規申請 ６ヶ月 ３ヶ月～１２ヶ月

区分変更申請 ６ヶ月 ３ヶ月～１２ヶ月

更新申請

前回要支援 → 今回要支援 １２ヶ月 ３ヶ月～３６ヶ月

前回要支援 → 今回要介護 １２ヶ月※ ３ヶ月～３６ヶ月※

前回要介護 → 今回要支援 １２ヶ月 ３ヶ月～３６ヶ月

前回要介護 → 今回要介護 １２ヶ月※ ３ヶ月～３６ヶ月※

※ 状態不安定による要介護１の場合は、６ヶ月以下の期間に設定することが適当

要介護認定の見直し
〇更新認定有効期間の上限を24ヶ月から36ヶ月に変更

〇平成30年4月1日以降の申請分であって、以下の6要件のすべてに合致する者については、認定審査会の簡素化が可能

【条件①】 第１号被保険者である
【条件②】 更新申請である
【条件③】 コンピュータ判定結果の要介護度が、前回認定結果の要介護度と一致している
【条件④】 前回認定の有効期間が12か月以上である
【条件⑤】 コンピュータ判定結果が要介護1または要支援2の者の場合は、今回の状態安定性判定ロジックで「安定」と判定されている
【条件⑥】 コンピュータ判定結果の要介護認定等基準時間が「一段階重い要介護度に達するまで3分以内（重度化キワ3分以内）」ではない

注１ 簡素化の具体的な方法については、保険者において決定するが、少なくとも審査会の開催自体は実施することが適当。

注２ ①～⑥の条件に合致する者であっても、各保険者の判断により審査会を簡素化せずに実施することは妨げられない。また、保険者により①～⑥に加えて
新たな要件を設けることも差し支えない。
（例：コンピュータ判定結果が要支援2/要介護1の者については、状態の安定性に関わらず簡素化しないこととする 等）

注３ 認定審査会を簡素化して実施した場合も、介護保険法第27条第4項等に定める審査会への審査判定の求め及び同条第5項に定める審査会による
審査判定を実施した扱いとなる。

＜見直し後の各種申請に係る有効期間＞
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認定審査会簡素化の例

一
般
的
手
続

・一
次
判
定
結
果

・特
記
事
項
の
写
し

・主
治
医
意
見
書
の
写
し

資料作成
委
員
へ
の
事
前
資
料
配
布

簡
素
化
対
象
者
の
手
続
例

・一
次
判
定
結
果

・特
記
事
項
の
写
し

・主
治
医
意
見
書
の
写
し

・簡
素
化
対
象
者
一
覧

資料作成

一
次
判
定
の
修
正
・確
定

介
護
の
手
間
に
係
る
審
査
判
定

（特
記
事
項
・主
治
医
意
見
書
等
）

状
態
の
維
持
・改
善
可
能
性
に

か
か
る
審
査
判
定

事前準備 認定審査会の開催

※委員への
事前配布は
省略

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
判
定
結
果
ど
お
り
の

要
介
護
度
を
審
査
判
定
結
果
と
す
る

市
町
村

結果
通知

結果
通知

※上記は簡素化方式の一例であり、法令上の基本原則を踏まえつつ、各自治体において簡素化方法を決定して差し支えない。

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
判
定
結
果

簡素化要件を満たす者について、審査会を簡
素化することについて審査会委員に包括同意
を得ておく

簡
素
化
対
象
者

一
覧
の
確
認
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４．平成３０年度介護報酬改定



【主な事項】

○ 生活援助の担い手の拡大

○ 介護ロボットの活用の促進

○ 定期巡回型サービスのオペレーターの専任要件の緩和

○ ＩＣＴを活用したリハビリテーション会議への参加

○ 地域密着型サービスの運営推進会議等の開催方法・開催頻度の
見直し

【主な事項】

○ 福祉用具貸与の価格の上限設定等

○ 集合住宅居住者への訪問介護等に関する減算及び区分支給限度
基準額の計算方法の見直し等

○ サービス提供内容を踏まえた訪問看護の報酬体系の見直し

○ 通所介護の基本報酬のサービス提供時間区分の見直し等

○ 長時間の通所リハビリの基本報酬の見直し

【主な事項】

○ リハビリテーションに関する医師の関与の強化

○ リハビリテーションにおけるアウトカム評価の拡充

○ 外部のリハビリ専門職等との連携の推進を含む訪問介護等の自立
支援・重度化防止の推進

○ 通所介護における心身機能の維持に係るアウトカム評価の導入

○ 褥瘡の発生予防のための管理や排泄に介護を要する利用者への
支援に対する評価の新設

○ 身体的拘束等の適正化の推進

【主な事項】

○ 中重度の在宅要介護者や、居住系サービス利用者、特別養護老人
ホーム入所者の医療ニーズへの対応

○ 医療・介護の役割分担と連携の一層の推進

○ 医療と介護の複合的ニーズに対応する介護医療院の創設

○ ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保

○ 認知症の人への対応の強化

○ 口腔衛生管理の充実と栄養改善の取組の推進

○ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進

Ⅱ 自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現

Ⅲ 多様な人材の確保と生産性の向上

■ 中重度の要介護者も含め、どこに住んでいても適切な医療・介護サー
ビスを切れ目なく受けることができる体制を整備

■ 介護保険の理念や目的を踏まえ、安心・安全で、自立支援・重度化防
止に資する質の高い介護サービスを実現

■ 人材の有効活用・機能分化、ロボット技術等を用いた負担軽減、各種
基準の緩和等を通じた効率化を推進

■ 介護サービスの適正化・重点化を図ることにより、制度の安定性・持
続可能性を確保

Ⅰ 地域包括ケアシステムの推進

Ⅳ 介護サービスの適正化・重点化を通じた制度の安定性・持続可能性の確保

20

平成30年度介護報酬改定の概要

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年に向けて、国民１人１人が状態に応じた適切なサービスを受けられる
よう、平成30年度介護報酬改定により、質が高く効率的な介護の提供体制の整備を推進。

平成30年度介護報酬改定 改定率：＋０．５４％



中重度の要介護者も含め、どこに住んでいても適切な医療・介護サービスを切れ目なく受けることができる体制を整備

Ⅰ 地域包括ケアシステムの推進

① 中重度の在宅要介護者や、居住系サービス利用者、特別養護老人ホーム入所者の医療ニーズへの対応

・ ﾀｰﾐﾅﾙｹｱの実施数が多い訪問看護事業所、看護職員を手厚く配置しているｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ、たんの吸引などを行う特定施設に対する評価を設ける。

・ ﾀｰﾐﾅﾙ期に頻回に利用者の状態変化の把握等を行い、主治の医師等や居宅サービス事業者へ情報提供するケアマネ事業所に対する評価を設

ける。

・ 特養の配置医師が施設の求めに応じ、早朝・夜間又は深夜に施設を訪問し入所者の診療を行ったことに対する評価を設ける。

・ 特養内での看取りを進めるため、一定の医療提供体制を整えた特養内で、実際に利用者を看取った場合の評価を充実させる。

② 医療・介護の役割分担と連携の一層の推進

・ 医療機関との連携により積極的に取り組むケアマネ事業所について、入退院時連携に関する評価を充実するとともに、新たな加算を創設する。

・ 訪問介護事業所等から伝達された利用者の口腔や服薬の状態等について、ケアマネから主治の医師等に必要な情報伝達を行うことを義務づける。

・ リハに関し、医療から介護への円滑移行を図るため、面積・人員等の要件を緩和するほか、リハ計画書の様式を互換性を持ったものにする。

③ 医療と介護の複合的ニーズに対応する介護医療院の創設

・ 現行の「療養機能強化型」と「転換老健」に相当する２つの類型を設ける。

・ 床面積要件や、併設の場合の人員基準の緩和、転換した場合の加算など、各種の転換支援・促進策を設ける。

④ ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保

・ ケアマネ事業所の管理者要件を見直し、主任ケアマネジャーであることを管理者の要件とする。（一定の経過措置期間を設ける）

・ 利用者は複数の事業所の紹介を求めることができる旨説明することを、ケアマネ事業所の義務とし、これに違反した場合は報酬を減額する。

⑤ 認知症の人への対応の強化

・ 看護職員を手厚く配置しているグループホームに対する評価を設ける。

・ どのサービスでも認知症の方に適切なサービスが提供されるように、認知症高齢者への専門的なケアを評価する加算や、若年性認知症の方の受
け入れを評価する加算について、現在加算が設けられていないサービス（ショートステイ、小多機、看多機、特定施設等）にも創設する。

⑥ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進

・ 障害福祉の指定を受けた事業所について、介護保険の訪問介護、通所介護、短期入所生活介護の指定を受ける場合の基準の特例を設ける。

・ 療養通所介護事業所の定員数を引き上げる。 21



介護保険の理念や目的を踏まえ、安心・安全で、自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスを実現

① リハビリテーションに関する医師の関与の強化

・ リハビリテーションに関する医師の詳細な指示について、リハビリのマネジメントに関する加算の要件とした上で、別途評価する。

・ 要支援者のリハビリについて、要介護者のリハビリに設けられている、リハビリのマネジメントに関する加算を設ける。

② リハビリテーションにおけるアウトカム評価の拡充

・ 現在、介護予防通所リハに設けられているアウトカム評価（事業所評価加算：要支援状態の維持・改善率を評価）を介護予防訪問リハにも設ける。

・ 現在、通所リハに設けられている生活行為の向上のためのリハビリテーションに関する加算（６月で目標を達成できない場合は減算）を、介護予防
通所リハにも設ける。

③ 外部のリハビリ専門職等との連携の推進を含む訪問介護等の自立支援・重度化防止の推進

・ 訪問介護、通所介護、特別養護老人ホーム等において、通所リハ事業所等のリハビリ専門職等と連携して作成した計画に基づく介護を評価する。

・ 訪問介護の身体介護として行われる「自立生活支援のための見守り的援助」を明確化するとともに、身体介護に重点を置くなど、身体介護・生活援
助の報酬にメリハリをつける。

・ 統計的に見て通常のケアプランとかけ離れた回数（※）の訪問介護（生活援助中心型）を位置付ける場合には、ケアマネジャーは市町村にケアプラ
ンを届け出ることとする。市町村は地域ケア会議の開催等により、届け出られたケアプランの検証を行い、必要に応じ、ケアマネジャーに対し、利用
者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、サービス内容の是正を促す。

※ 「全国平均利用回数＋２標準偏差」を基準として平成30年４月に国が定め、10月から施行。

④ 通所介護への心身機能の維持に係るアウトカム評価の導入

・ 通所介護事業所において、自立支援・重度化防止の観点から、一定期間内に当該事業所を利用した者のうち、ＡＤＬ（日常生活動作）の維持又は
改善の度合いが一定の水準を超えた場合を新たに評価する。

⑤ 褥瘡の発生予防のための管理や排泄に介護を要する利用者への支援に対する評価の新設

・ 特別養護老人ホーム等の入所者の褥瘡（床ずれ）発生を予防するため、褥瘡の発生と関連の強い項目について、定期的な評価を実施し、その結
果に基づき計画的に管理することに対し新たな評価を設ける。

・ 排泄障害等のため、排泄に介護を要する特別養護老人ホーム等の入所者に対し、多職種が協働して支援計画を作成し、その計画に基づき支援し
た場合の新たな評価を設ける。

⑥ 身体的拘束等の適正化の推進

・ 身体的拘束等の適正化を図るため、居住系サービス及び施設系サービスについて、身体的拘束等の適正化のための指針の整備や、身体的拘束
等の適正化のための対策を検討する委員会の定期的な開催などを義務づけるとともに、義務違反の施設の基本報酬を減額する。

Ⅱ 自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現
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人材の有効活用・機能分化、ロボット技術等を用いた負担軽減、各種基準の緩和等を通じた効率化を推進

① 生活援助の担い手の拡大

・ 訪問介護について、介護福祉士等は身体介護を中心に担う（機能分化）とともに、生活援助については、人材確保の裾野を拡大するとともに、新研
修を創設して質を担保する。

② 介護ロボットの活用の促進

・ 特別養護老人ホーム等の夜勤について、業務の効率化等を図る観点から、見守り機器の導入により効果的に介護が提供できる場合に関する評
価を設ける。

③ 定期巡回型サービスのオペレーターの専任要件等の緩和

・ 定期巡回型サービスのオペレーターについて、夜間・早朝に認められている以下の事項を、日中についても認めることとする。

ア 利用者へのサービス提供に支障がない場合には、オペレーターと「随時訪問サービスを行う訪問介護員」及び指定訪問介護事業所、指定夜間
対応型訪問介護事業所以外の「同一敷地内の事業所の職員」の兼務を認める。

イ 夜間・早朝と同様の事業所間の連携が図られているときは、オペレーターの集約を認める。

④ ＩＣＴを活用したリハビリテーション会議への参加

・ リハビリテーション会議（※）への医師の参加について、テレビ電話等を活用してもよいこととする。

※ 関係者間でリハビリテーションの内容等について話し合うとともに、医師が、利用者やその家族に対して、その内容を説明する会議

⑤ 地域密着型サービスの運営推進会議等の開催方法・開催頻度の見直し

・ 地域密着型サービスの運営推進会議等の効率化や、事業所間のネットワーク形成の促進等の観点から、以下の見直しを行う。

ア 個人情報・プライバシーの保護等を条件に、現在認められていない複数の事業所での合同開催を認める。

イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の介護・医療連携推進会議の開催頻度について、他の宿泊を伴わないサービスに合わせて、年４回から年
２回とする。

Ⅲ 多様な人材の確保と生産性の向上
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介護サービスの適正化・重点化を図ることにより、制度の安定性・持続可能性を確保

① 福祉用具貸与の価格の上限設定等

・ 福祉用具貸与について、商品毎の全国平均貸与価格の公表や、貸与価格の上限設定を行う（平成30年10月）。

・ 福祉用具専門相談員に対して、商品の特徴や貸与価格、当該商品の全国平均貸与価格を説明することや、機能や価格帯の異なる複数の商品を提
示することを義務づける。

② 集合住宅居住者への訪問介護等に関する減算及び区分支給限度基準額の計算方法の見直し等

・ 集合住宅居住者に関する訪問介護等の減算の対象を、有料老人ホーム等以外の建物にも拡大する。

・ 事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物について、当該建物に居住する利用者の人数が一定以上の場合は、減算幅を見直す。

・ 集合住宅居住者の区分支給限度基準額を計算する際には、減算前の単位数を用いることとする。

・ 定期巡回サービス事業者は、正当な理由がある場合を除き、地域の利用者に対してもサービス提供を行わなければならないことを明確化する。

③ サービス提供内容を踏まえた訪問看護の報酬体系の見直し

・ 訪問看護ステーションからのリハビリ専門職の訪問について、看護職員との連携が確保できる仕組みを導入するとともに、基本サービス費を見直す。

・ 要支援者と要介護者に対する訪問看護については、サービスの提供内容が異なることから、基本サービス費に一定の差を設けることとする。

④ 通所介護の基本報酬のサービス提供時間区分の見直し等

・ ２時間ごとの設定としている基本報酬について、サービス提供時間の実態を踏まえて１時間ごとの設定に見直す。

・ 基本報酬について、介護事業経営実態調査による収支差率等の実態を踏まえた上で、規模ごとにメリハリをつけて見直す。

⑤ 長時間の通所リハビリの基本報酬の見直し

・ ３時間以上の通所リハの基本報酬について、同じ時間、同等規模の事業所で通所介護を提供した場合の基本報酬との均衡を考慮しつつ見直す。

Ⅳ 介護サービスの適正化・重点化を通じた制度の安定性・持続可能性の確保
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５．第７期介護保険事業計画



第７期介護保険事業計画等の全国集計（概要）

○第１号被保険者数

○第１号被保険者の要介護（要支援）認定者数

○第１号被保険者に対する６５歳以上の認定者数の割合

※１）2017年度の数値は、介護保険事業状況報告（平成29年12月分）の平成29年12月末時点の数値である。

※２）2018年度～2020年度、2025年度の数値は、第７期介護保険事業計画について集計した数値である。

平成29（2017）年度 平成30（2018）年度 平成31（2019）年度 平成32（2020）年度 平成37（2025）年度

３，４７５万人 ３，５０８万人 ３，５４１万人 ３，５７２万人 ３，６１０万人

平成29（2017）年度 平成30（2018）年度 平成31（2019）年度 平成32（2020）年度 平成37（2025）年度

６２９万人 ６４７万人 ６６５万人 ６８３万人 ７７１万人

平成29（2017）年度 平成30（2018）年度 平成31（2019）年度 平成32（2020）年度 平成37（2025）年度

１８．１％ １８．４％ １８．８％ １９．１％ ２１．４％
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第７期介護保険事業計画におけるサービス量等の見込み

※１）2017年度の数値は介護保険事業状況報告（平成29年12月月報）による数値で、平成29年10月サービス分の受給者数（１月当たりの利用者数）。
在宅介護の総数は、便宜上、同報の居宅介護支援・介護予防支援、小規模多機能型居宅介護及び複合型サービスの受給者数の合計値。
在宅介護の内訳について、ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟは訪問介護（予防給付、総合事業への移行分は含まない。なお、予防給付を含んだ場合は、119万人）、訪問リハ（予防給付を含む。）、
夜間対応型訪問介護の合計値。ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽは通所介護（予防給付、総合事業への移行分は含まない。なお、予防給付を含んだ場合は229万人）、通所リハ（予防給付を含む。）、
認知症対応型通所介護（予防給付を含む。）、地域密着型通所介護の合計値。ｼｮｰﾄｽﾃｲは、短期入所生活介護（予防給付を含む。）、短期入所療養介護（予防給付を含む。）の合計値。
居住系サービスの特定施設及び介護施設の特養は、それぞれ地域密着型サービスを含む。

※２）平成32(2020)年度及び平成37(2025)年度の数値は、全国の保険者が作成した第７期介護保険事業計画における推計値を集計したもの。
なお、在宅介護の総数については、※１と同様の方法による推計値。

○　介護サービス量

在宅介護 343 万人 378 万人 (10%増) 427 万人 (24%増)

うちホームヘルプ 110 万人 122 万人 (11%増) 138 万人 (26%増)

うちデイサービス 218 万人 244 万人 (12%増) 280 万人 (28%増)

うちショートステイ 39 万人 43 万人 (9%増) 48 万人 (23%増)

うち訪問看護 48 万人 59 万人 (22%増) 71 万人 (47%増)

うち小規模多機能 10 万人 14 万人 (32%増) 16 万人 (55%増)

うち定期巡回・随時 1.9 万人 3.5 万人 (84%増) 4.6 万人 (144%増)

　　対応型サービス

うち看護小規模多機能型居宅介護 0.8 万人 2.1 万人 (172%増) 2.9 万人 (264%増)

居住系サービス 43 万人 50 万人 (17%増) 57 万人 (34%増)

特定施設入居者生活介護 23 万人 28 万人 (21%増) 32 万人 (41%増)

認知症高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 20 万人 22 万人 (13%増) 25 万人 (26%増)

介護施設 99 万人 109 万人 (10%増) 121 万人 (22%増)

特養 59 万人 65 万人 (11%増) 73 万人 (25%増)

老健（＋介護療養等） 41 万人 43 万人 (7%増) 48 万人 (18%増)

平成29(2017)年度

実績値 ※1

平成32(2020)年度
推計値 ※2

平成37(2025)年度
推計値 ※2
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第７期計画期間における各都道府県第１号被保険者
平均保険料基準額（平成30～32年度）

第６期保険料基準額
（月額）（前回公表数
値）（円）

第７期保険料基準額
（月額）（円）

保険料基準額の伸び
率（％）

第６期保険料基準額
（月額）（前回公表数
値）（円）

第７期保険料基準額
（月額）（円）

保険料基準額の伸び
率（％）

全国
１，５７１保険者 5,514 5,869 6.4% 三重県 5,808 6,104 5.1%

北海道 5,134 5,617 9.4% 滋賀県 5,563 5,973 7.4%

青森県 6,175 6,588 6.7% 京都府 5,812 6,129 5.5%

岩手県 5,574 5,955 6.8% 大阪府 6,025 6,636 10.1%

宮城県 5,451 5,799 6.4% 兵庫県 5,440 5,895 8.4%

秋田県 6,078 6,398 5.3% 奈良県 5,231 5,670 8.4%

山形県 5,644 6,022 6.7% 和歌山県 6,243 6,538 4.7%

福島県 5,592 6,061 8.4% 鳥取県 6,144 6,433 4.7%

茨城県 5,204 5,339 2.6% 島根県 5,912 6,324 7.0%

栃木県 4,988 5,496 10.2% 岡山県 5,914 6,064 2.5%

群馬県 5,749 6,078 5.7% 広島県 5,796 5,961 2.8%

埼玉県 4,835 5,058 4.6% 山口県 5,331 5,502 3.2%

千葉県 4,958 5,265 6.2% 徳島県 5,681 6,285 10.6%

東京都 5,538 5,911 6.7% 香川県 5,636 6,164 9.4%

神奈川県 5,465 5,737 5.0% 愛媛県 5,999 6,365 6.1%

新潟県 5,956 6,178 3.7% 高知県 5,406 5,691 5.3%

富山県 5,975 6,028 0.9% 福岡県 5,632 5,996 6.5%

石川県 6,063 6,330 4.4% 佐賀県 5,570 5,961 7.0%

福井県 5,903 6,074 2.9% 長崎県 5,770 6,258 8.5%

山梨県 5,371 5,839 8.7% 熊本県 5,684 6,374 12.1%

長野県 5,399 5,596 3.6% 大分県 5,599 5,790 3.4%

岐阜県 5,406 5,766 6.7% 宮崎県 5,481 5,788 5.6%

静岡県 5,124 5,406 5.5% 鹿児島県 5,719 6,138 7.3%

愛知県 5,191 5,526 6.5% 沖縄県 6,267 6,854 9.4%

※ 端数処理等の関係で、各自治体の公表している額と一致しない場合がある。
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第７期計画期間における各都道府県第１号被保険者
平均保険料基準額（平成30～32年度）



保険料基準額高額保険者

保険料基準額低額保険者

保険料基準額の分布状況

保険者名 第７期基準額（月額）

北海道 音威子府村 3,000 

群馬県 草津町 3,300 

東京都 小笠原村 3,374 

北海道 興部町 3,800 

宮城県 大河原町
3,900 

千葉県 酒々井町

北海道 奥尻町

4,000 北海道 中札内村

埼玉県 鳩山町

愛知県 みよし市 4,040 

保険者名 第７期基準額（月額）

福島県 葛尾村 9,800 

福島県 双葉町 8,976 

東京都 青ヶ島村 8,700 

福島県 大熊町 8,500 

秋田県 五城目町
8,400 

福島県 浪江町

青森県 東北町 8,380 

福島県 飯舘村 8,297 

岩手県 西和賀町 8,100 

福島県 三島町
8,000 

福島県 川内村

保険料基準額 保険者数

2501円以上 ～ 3000円以下 1（0.1%）

3001円以上 ～ 3500円以下 2（0.1%）

3501円以上 ～ 4000円以下 6（0.4%）

4001円以上 ～ 4500円以下 34（2.2%）

4501円以上 ～ 5000円以下 183（11.6%）

5001円以上 ～ 5500円以下 344（21.9%）

5501円以上 ～ 6000円以下 475（30.2%）

6001円以上 ～ 6500円以下 331（21.1%）

6501円以上 ～ 7000円以下 148（9.4%）

7001円以上 ～ 7500円以下 25（1.6%）

7501円以上 ～ 8000円以下 13（0.8%）

8001円以上 ～ 8,500円以下 6（0.4%）

8,501円以上～ 9,000円以下 2（0.1%）

9,001円以上 1（0.1%）

合計 1571（100.0%）

第１号保険料の分布（平成30～32年度）
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６．新しい経済政策パッケージ



新しい経済政策パッケージ（抜粋）
（平成29年12月８日閣議決定）

第２章 人づくり革命

５．介護人材の処遇改善

（具体的内容）
人生100年時代において、介護は、誰もが直面し得る現実かつ喫緊の課題である。政府は、在宅・

施設サービスの整備の加速化や介護休業を取得しやすい職場環境の整備など、これまでも介護離職ゼ
ロに向けた重層的な取組を進めてきたところである。安倍内閣は、2020年代初頭までに、50万人分の
介護の受け皿を整備することとしているが、最大の課題は介護人材の確保である。介護人材を確保す
るため、2017年度予算においては、介護職員について、経験などに応じて昇給する仕組みを創り、月
額平均１万円相当の処遇改善を行うなど、これまで自公政権で月額４万7000円の改善を実現してきた
が、介護人材確保のための取組をより一層進めるため、経験・技能のある職員に重点化を図りながら、
介護職員の更なる処遇改善を進める。

具体的には、他の介護職員などの処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な
運用を認めることを前提に、介護サービス事業所における勤続年数10年以上の介護福祉士について月
額平均８万円相当の処遇改善を行うことを算定根拠に、公費1000億円程度を投じ、処遇改善を行う。

また、障害福祉人材についても、介護人材と同様の処遇改善を行う。

（実施時期）
こうした処遇改善については、消費税率の引上げに伴う報酬改定において対応し、2019年10月から

実施する。
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７．経済財政運営と改革の基本方針2018



第３章 「経済・財政一体改革」の推進
２．2019年10月１日の消費税率引上げと需要変動の平準化

2019年10月１日の消費税率10％への引上げに当たっては、教育負担の軽減・子育て層支援・介護人材

の確保等の拡充や低所得者への配慮とともに、消費税率の引上げに伴う駆け込み需要・反動減といった経
済変動を可能な限り抑制することが経済全体にとって有益であることから、以下の取組を進めるとともに、
消費税率引上げの必要性やその影響を緩和する措置などについて、国民に分かりやすく広報を行う。

（１）消費税率引上げ分の使い道の見直し
社会保障の充実と財政健全化のバランスを取りつつ、人づくり革命の安定財源を確保するために、2019

年10月１日に予定している消費税率引上げ分の使い道の見直しを行った。具体的には、消費税率の２％の
引上げによる５兆円強の税収のうち、従来は５分の１を社会保障の充実に使い、残り５分の４を財政再建
に使うこととしていたが、これを変更し、教育負担の軽減・子育て層支援・介護人材の確保等 と、財政再建

とに、それぞれ概ね半分ずつ充当する。このうち、介護人材の処遇改善について消費税率引上げ日の
2019年10月１日に合わせて実施するとともに、幼児教育の無償化についてもこれを目指し、消費税率引上
げによる経済的な悪影響を緩和することとする。

３．新経済・財政再生計画の策定
（２）財政健全化目標と実現に向けた取組
（社会保障改革を軸とする「基盤強化期間」の設定）

2025年度のＰＢ黒字化に向けては、社会保障改革を軸として、社会保障の自然増の抑制や医療・介護の

サービス供給体制の適正化・効率化、生産性向上や給付と負担の適正化等に取り組むことが不可欠であ
る。2020、2021年度は75歳に入る高齢者の伸びが鈍化するが、2022年からは団塊世代が75歳に入り始め、
社会保障関係費の急増が見込まれる。それまでの2019年度～2021年度を「基盤強化期間」と位置付け、経

済成長と財政を持続可能にするための基盤固めを行う。社会保障制度の持続可能性確保が景気を下支え
し、持続的な経済成長の実現を後押しする点にも留意する。

「経済財政運営と改革の基本方針2018」（関連部分抜粋） （平成30年６月15日 閣議決定）
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（財政健全化目標と毎年度の予算編成を結び付けるための仕組み）
① 社会保障関係費については、再生計画において、2020年度に向けてその実質的な増加を高齢化による
増加分に相当する伸びにおさめることを目指す方針とされていること、経済・物価動向等を踏まえ、2019年
度以降、その方針を2021年度まで継続する 。

消費税率引上げとあわせ行う増（これまで定められていた社会保障の充実、「新しい経済政策パッケー
ジ」 で示された「教育負担の軽減・子育て層支援・介護人材の確保」及び社会保障４経費に係る公経済負
担）については、別途考慮する。

なお、2022年度以降については、団塊世代が75歳に入り始め、社会保障関係費が急増することを踏まえ、
こうした高齢化要因を反映するとともに、人口減少要因、経済・物価動向、社会保障を取り巻く状況等を総合
的に勘案して検討する。

４．主要分野ごとの計画の基本方針と重要課題
（１）社会保障
（基本的考え方）

再生計画の改革工程表の全44項目を着実に推進する。行動変容等を通じた医療・介護の無駄の排除と効
率化の徹底、高齢化・人口減少を見据えた地域のサービス体制の整備等の取組を加速・拡大する。給付と
負担の見直し等による社会保障の持続可能性の確保を確実に図りつつ、エビデンスに基づく費用対効果を
踏まえながら、健康寿命を延伸し社会の活力を維持するとともに、人手不足の中でのサービス確保に向け
た医療・介護等の分野における生産性向上を図るための取組を進める。

「経済財政運営と改革の基本方針2018」（関連部分抜粋） （平成30年６月15日 閣議決定）
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（予防・健康づくりの推進）
糖尿病等の生活習慣病や透析の原因にもなる慢性腎臓病及び認知症の予防に重点的に取り組む。糖尿

病等の生活習慣病の重症化予防に関して、県・国民健康保険団体連合会・医師会等が連携して進める埼玉
県の取組など、先進・優良事例の横展開の加速に向けて今後３年間で徹底して取り組む。胃がんをはじめと
する感染も原因となるがんの検診の在り方を含め、内容を不断に見直しつつ、膵(すい)がんをはじめとする
早期診断が困難ながんを含めて早期発見と早期治療につなげる。傷病休暇の導入や活用の促進により、
がんの治療と就労を両立させる。日本健康会議について、都道府県レベルでも開催の促進など、多様な主
体の連携により無関心層や健診の機会が少ない層を含めた予防・健康づくりを社会全体で推進する。医療・
介護制度において、データの整備・分析を進め、保険者機能を強化するとともに、科学的根拠に基づき施策
を重点化しつつ、予防・健康づくりに頑張った者が報われる制度を整備する。

認知症に関する研究開発を重点的に推進するとともに、認知症予防に関する先進・優良事例を収集・横展
開する。新オレンジプラン の実現等により、認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等が提供される
よう、循環型ネットワークにおける認知症疾患医療センターの司令塔としての機能を引き続き強化し、相談機
能の確立等や地域包括支援センター等との連携を進めることを通じ、地域包括ケアシステムの整備を推進
する。認知症の人が尊厳を保持しつつ暮らすことのできる共助の地域社会を構築する。

高齢者の通いの場を中心とした介護予防・フレイル対策や生活習慣病等の疾病予防・重症化予防、就労・
社会参加支援を都道府県等と連携しつつ市町村が一体的に実施する仕組みを検討するとともに、インセン
ティブを活用することにより、健康寿命の地域間格差を解消することを目指す。また、フレイル対策にも資す
る新たな食事摂取基準の活用を図るとともに、事業所、地方自治体等の多様な主体が参加した国民全体の
健康づくりの取組を各地域において一層推進する。（中略）口腔の健康は全身の健康にもつながることから、
生涯を通じた歯科健診の充実、入院患者や要介護者をはじめとする国民に対する口腔機能管理の推進な
ど歯科口腔保健の充実や、地域における医科歯科連携の構築など歯科保健医療の充実に取り組む。生涯
を通じた女性の健康支援の強化に取り組む。乳幼児期・学童期の健康情報の一元的活用の検討などに取り
組む。アレルギー疾患対策基本指針 に基づき、アレルギー疾患の重症化の予防や症状の軽減に向けた対
策を推進する。

「経済財政運営と改革の基本方針2018」（関連部分抜粋） （平成30年６月15日 閣議決定）
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（医療・介護提供体制の効率化とこれに向けた都道府県の取組の支援）
一人当たり医療費の地域差半減、一人当たり介護費の地域差縮減に向けて、国とともに都道府県が積

極的な役割を果たしつつ、地域別の取組や成果について進捗管理・見える化を行うとともに、進捗の遅れて
いる地域の要因を分析し、保険者機能の一層の強化を含め、更なる対応を検討する。国保財政の健全化に
向け、法定外繰入の解消など先進事例を後押しするとともに横展開を図り、受益と負担の見える化を進める。
高齢者の医療の確保に関する法律 第14条に基づく地域独自の診療報酬について、都道府県の判断に資
する具体的な活用策の在り方を検討する。

レセプト情報を活用し、本人同意の下、医師や薬剤師が投薬歴等を閲覧できる仕組みの構築や、診療報
酬での評価等により、多剤投与の適正化を引き続き推進する。介護保険の財政的インセンティブの評価指
標による評価結果を公表し、取組状況の「見える化」や改善を進めるとともに、第８期介護保険事業計画期
間における調整交付金の活用方策について、改正介護保険法 による新たな交付金による保険者の取組の
達成状況や評価指標の運用状況等も踏まえ、保険者間の所得水準の差等を調整するための重要な機能を
担っていること等に留意しつつ、第７期期間中に地方公共団体関係者の意見も踏まえつつ、具体的な方法
等について検討し、結論を得る。

新たな地域別の将来人口推計の下での大都市や地方圏での医療・介護提供に係る広域化等の地域間連
携を促進する。

「経済財政運営と改革の基本方針2018」（関連部分抜粋） （平成30年６月15日 閣議決定）
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（医療・介護サービスの生産性向上）
テクノロジーの活用等により、2040年時点において必要とされるサービスが適切に確保される水準の医

療・介護サービスの生産性の向上を目指す。

予防・健康づくりへの取組やデータヘルス、保健事業について、多様・包括的な民間委託を推進し、サー
ビスの質と効率性を高めていく。産業医・産業保健機能の強化や健康経営を支えるサービスの活用促進を
図りつつ、企業が保険者との連携を通じて健康経営を促進し、予防・健康づくりの推進における先進・優良
事例の全国展開を図る。また、診療報酬や介護報酬においては、適正化・効率化を推進しつつ、安定的に
質の高いサービスが提供されるよう、ＡＤＬ の改善等アウトカムに基づく支払いの導入等を引き続き進めて
いく。

データヘルス改革を推進し、被保険者番号の個人単位化とオンライン資格確認を導入するとともに、「保
健医療データプラットフォーム」について、2020年度の本格運用開始を目指し取り組む。クリニカル・イノベー
ション・ネットワークとＰＭＤＡの医療情報データベース（ＭＩＤ－ＮＥＴ）を連携させ、治験・臨床研究や医薬品
の開発、安全対策等に活用する。医療保険の審査支払機関について、「支払基金業務効率化・高度化計
画・工程表」等に掲げられた改革項目を着実に進める。

人口減少の中にあって少ない人手で効率的に医療・介護・福祉サービスが提供できるよう、ＡＩの実装に向
けた取組の推進、ケアの内容等のデータを収集・分析するデータベースの構築、ロボット・ＩｏＴ・ＡＩ・センサー
の活用を図る。また、診療能力向上のための卒前・卒後の一貫した医師養成過程を整備するとともに、総
合診療医の養成を促進する。従事者の業務分担の見直し・効率的な配置、介護助手・保育補助者など多様
な人材の活用、事業所マネジメントの改革等を推進する。介護の経営の大規模化・協働化により人材や資
源を有効に活用する。
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（見える化、技術革新を活用した業務イノベーション、先進・優良事例の横展開等）
保険者努力支援制度の評価指標への追加などインセンティブの一層の活用、戦略的な情報発信などによ

る後押しにより、先進・優良事例の横展開を促進する。

科学的介護を推進し、栄養改善を含め自立支援・重度化防止等に向けた介護の普及等を推進する。特に、
自立支援・重度化防止等に資するＡＩも活用した科学的なケアプランの実用化に向けた取組を推進するとと
もに、ケアマネジャーの質の向上の観点から、その業務の在り方を検討する。

認知症、がんゲノム医療等の社会的課題解決に資する研究開発や実装に向けて、既存施策との整合性
を図りつつ、政府において優先順位を付け、それを基に予算を重点的に配分するとともに中長期の事業規
模を明らかにして推進する。

（負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化、自助と共助の役割分担の再構築）

高齢者医療制度や介護制度において、所得のみならず資産の保有状況を適切に評価しつつ、「能力」に
応じた負担を求めることを検討する。団塊世代が後期高齢者入りするまでに、世代間の公平性や制度の持
続性確保の観点から、後期高齢者の窓口負担の在り方について検討する。介護のケアプラン作成、多床室
室料、介護の軽度者への生活援助サービスについて、給付の在り方を検討する。年金受給者の就労が増
加する中、医療・介護における「現役並み所得」の判断基準 を現役との均衡の観点から見直しを検討する。
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８．未来投資戦略2018



第２ 具体的施策
Ⅰ．「Society 5.0」の実現に向けて今後取り組む重点分野と、変革の牽引力となる「フラッグシップ・プロジェ
クト」等
[１]「生活」「産業」が変わる
２．次世代ヘルスケア・システムの構築
（２）政策課題と施策の目標

「人生100年時代」を展望、データやICT等の技術革新を積極導入・フル活用し、個人・患者本位の新しい
「健康・医療・介護システム」を平成32年度からの本格稼働を目指して構築する。このため、各種の健康・医
療・介護のデータ利活用基盤を、十分なセキュリティと高い費用対効果の下で、着実に推進する。

データの利活用と併せて、医療・介護の多職種連携や、オンラインでの医療全体を推進することで、住み慣
れた地域等において、医療機関や介護事業所による最適なサービス提供を実現する。

高齢期でも健康を維持できる活力ある社会を目指すため、産学官連携で、早期予防から生活支援までの
総合的な認知症対策や、予防・健康管理サービスの創出・活用を推進し、幅広い世代において予防投資を
強化する。あわせて、予防・治療・ケアまでの総合的なヘルスケアソリューションの創出を促進する等、関連
するヘルスケア産業の活性化を図る。

健康寿命の延伸に向けて、以上の取組を、医療・介護の質、生産性、国民の利便性の向上に実効的につ
ながり、それらを医療・介護の現場や国民が実感できるよう、全体像を提示し全体最適な形で加速する。
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（３）新たに講ずべき具体的施策
ⅰ）個人にあった健康・医療・介護サービス提供の基盤となるデータ利活用の推進
②医療機関等における健康・医療情報の連携・活用
・上記を含め、費用対効果の観点も踏まえつつ、個人の健診・診療・投薬情報が医療機関等の間で共有で
きる全国的な保健医療情報ネットワークについて、本年夏を目途に具体的な工程表を策定し、必要な実証
を行いつつ、平成32年度からの本格稼働を目指す。あわせて、当該工程表に、保健医療情報ネットワーク
における介護情報の提供について盛り込む。

③介護分野における多職種の介護情報の連携・活用
・介護分野におけるICT化・情報連携が全国的に行われ、介護に携わる関係者の効率的・効果的な協働を
可能とするため、居宅介護支援事業所と訪問介護などのサービス提供事業所間における情報連携の標準
仕様を検討し、本年度中に結論を得る。あわせて、ICTを活用した医療・介護連携について、本年度実証を
行うとともに、その結果を踏まえ、標準仕様の作成に向けて検討する。
・介護分野におけるICT化に関しては、介護現場の業務の効率化・生産性向上の取組と一体として推進し、
ICTの導入を促進するための総合的な対応を検討し、来年度に導入を抜本的に進める。こうした取組に沿っ
て、平成32年度までに、介護分野において必要なデータ連携を可能とすることを目指す。

⑤ビッグデータとしての健康・医療・介護情報解析基盤の整備
・行政・保険者・研究者・民間等が、健康・医療・介護のビッグデータを個人のヒストリーとして連結・分析でき
る解析基盤について、本年度から詳細なシステム設計に着手し、平成32年度から本格稼働する。
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ⅱ）勤務先や地域も含めた健康づくり、疾病・介護予防の推進
①総合的な認知症対策、高齢者の社会参加等の促進、介護予防

ア）総合的な認知症対策の推進

・国内の関連データベースやレジストリの更なる連携等を図ることにより、病態等の解明を進め、認知症の
早期発見・予防法や診断法の確立を目指す。

・超早期予防から発症後の生活支援・社会受容のための環境整備も含め、自治体、研究者、企業等が連携
し、「認知症の人にやさしい」新たな製品やサービスを生み出す実証フィールドを整備すべく、本年度、認知
症研究のための官民連携に向けた枠組みの整備等を図る。

イ）高齢者の社会参加促進等

・高齢者やケアマネジャーが、保険外サービスを含め、地域における予防、介護などサービスを把握・利用
し易くなるよう、介護サービス情報公表システムの活用を推進する。

③健康管理・予防に資する保険外サービスの活用促進

・保険外サービスの品質評価の仕組みについて、本年度中に検討に着手し、業種ごと、業界横断の自主的
な認証制度・ガイドライン策定等を促し、継続的な品質評価を進める。認証制度等を整備している業界等を
公表し、地方自治体、ケアマネジャーなどの地域の医療・介護関係者、保険会社、健康経営に取り組む企
業等から利用者に対し良質なサービスの積極的な情報提供を促す。

・保険外サービスが予防や自立支援の選択肢となり、高齢者ニーズに合った形でその活用が進むよう、地
方自治体やケアマネジャー向けに保険外サービスの活用事例やノウハウの提供を行うとともに、ケアマネ
ジャーがケアプランに保険外サービスを積極的に位置付けやすくするインセンティブなどの方策を検討す
る。
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ⅲ）効率的・効果的で質の高い医療・介護の提供、地域包括ケアに関わる多職種の連携推進
①自立支援・重度化防止に向けた科学的介護データベースの実装
・自立支援等の効果が科学的に裏付けられた介護を実現するため、高齢者の状態、ケアの内容などのデータ
を収集・分析するデータベースの運用を平成32年度に本格的に開始する。これにより、効果が裏付けられた
介護サービスについては、次期以降の介護報酬改定で評価する。

・同時に、取得データを活用し、介護事業所のケアの質の向上や介護従事者の働き方改革へとつなげていく
方策を検討する。

・また、センサー等で取得できるものも含め、更なるデータ収集・分析については、介護事業所等の負担も考
慮し、技術革新等の状況を踏まえ総合的に検討する。

②ロボット・センサー、AI技術等の開発・導入
・ロボット・センサー、AIなどの技術革新の評価に必要なデータの種類や取得方法など、効果検証に関する
ルールを整理することで、事業者による継続的な効果検証とイノベーションの循環を促す環境を整備し、得ら
れたエビデンスを次期以降の介護報酬改定等での評価につなげる。

・AIなどの技術革新を進めるとともに、昨年度改訂した重点分野に基づき、ロボット・センサーについて、利用
者を含め介護現場と開発者等をつなげる取組、現場ニーズを捉えた開発支援及び介護現場への導入・活用
支援を進める。あわせて、障害福祉分野についても同様の取組を進める。また、我が国の介護ロボットの海
外展開を後押しするため、安全性担保に関する国際標準化の推進や諸外国の制度との連携を図る。
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③書類削減、業務効率化、生産性向上
・介護分野の情報連携、介護事業所におけるICT化を抜本的な業務の再構築・効率化につなげるため、介護
サービス事業所に対し国・自治体が求める帳票等の実態把握と当面の見直しを、本年度中に実施する。その
後、事業所が独自に作成する文書も含めた更なる見直しを進め、文書量の実効的な半減を実現する。

・作成文書の見直し、介護ロボット等の活用に加え、ICT利活用や、非専門職の活用等を含めた業務効率化・
生産性向上に係るガイドラインを本年度中に作成、普及させ、好事例の横展開を図る。

④オンラインでの医療・多職種連携等の推進
・介護分野のリハビリテーションにおけるICTの活用に関し、リハビリ専門職等の積極的な活用、業務の効率
化・合理化を推進する観点から検討し、有効なものについては、次期以降の介護報酬改定での評価を進める。
こうした取組により、自立支援・重度化防止にもつなげていく。
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v）国際展開等
・アジア健康構想の推進に当たり、我が国の次世代ヘルスケア・システム及び関連産業のパッケージ展開
を柱と据え、国際展開等を加速するとともに、推進体制を整備するため、本年夏を目途に「アジア健康構
想に向けた基本方針」（平成28年７月29日健康・医療戦略推進本部決定）を改訂する。

・同構想の下、我が国の医療、介護（自立支援・重度化防止等）、予防、健康等に関連するヘルスケア産業
等の海外展開、海外の人材育成・受入れ及び日本語習得環境整備を支援する。アジアのヘルスケアの自
給自足体制を構築するため、日本の医薬品等の展開及びアジアにおける医薬品の研究開発、製造、流通、
安全規制等の基盤整備を行う。

[３]「行政」「インフラ」が変わる
１．デジタル・ガバメントの実現（行政からの生産性革命）
（３）新たに講ずべき具体的施策
ⅰ）旗艦プロジェクトの推進
①個人向けワンストップサービスの実現

・具体的には、同じ内容について複数の異なる窓口での手続を強いられている「引越し」や「死亡・相続」に
ついては、それぞれ来年度から、「介護」については本年度から、順次サービスを開始する。

[４]「地域」「コミュニティ」「中小企業」が変わる
３．中小企業・小規模事業者の生産性革命の更なる強化
（３）新たに講ずべき具体的施策
ⅱ）各業種における生産性向上の具体的な取組の促進（縦の軸）
－【介護、生活衛生業】コンサルティングによりIT化・ロボット導入等による生産性向上のモデル事例を創出

し、その横展開に資するよう、ガイドラインを策定するなどの取組を本年度より実施する。

「未来投資戦略2018」（関連部分抜粋）（平成30年６月15日 閣議決定）

45



９．地方分権



平成30年２月
厚生労働省

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための
関係法律の整備に関する法律（第８次地方分権一括法）について

〈介護保険法関係部分〉

介護支援専門員（ケアマネジャー）が専門員証の交付を受けずに業務を行った場合に都道府県が行う登録消除要件の見直し

介護支援専門員が専門員証の交付を受けずに業務を行った場合に都道府県が行う登録消除について、情状が特に重い
場合に限定

（施行日：公布の日（平成30年6月27日））

現行では、やむを得ない事情により専門員証の有効期間内に更新研修を修了することができず、専門員証の更新がで
きなかった者等が業務を行った場合でも、一律に登録を消除しなければならない

情状が特に重い場合（専門員証の有効期間経過後に都道府県から、研修を受講し専門員証の交付を受けるよう指示
があったにもかかわらず、そのまま業務を継続した場合など）に限り、登録を消除
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10．介護関連データベース
に関する取組み



介護保険総合データベース

• 市町村や介護サービス事業所から、要介護認定情報（2012年度～）、介
護保険レセプト情報（2009年度～）を収集。

• 2018年度より介護保険法に基づきデータ提供義務化。

通所・訪問リハビリテーションの質の評価データ収集等事業のデータ

• 通称”VISIT” （monitoring & eValuation for rehabIlitation ServIces for long-
Term care）

• 通所リハビリテーション事業所や訪問リハビリテーション事業所から、リ
ハビリテーション計画書等の情報を収集（2017年度～）。

• 2018年度介護報酬改定で、データ提出を評価するリハビリマネジメント加
算（Ⅳ）を新設。

上記を補完する介入、状態等のデータ

• 通称”CHASE” （Care, HeAlth Status & Events）

• 「科学的裏付けに基づく介護に係る検討会」において具体的な内容を検討し、
データベースに用いる初期項目（265項目（※））を選定。

• 収集経路は、今後、収集内容を踏まえて検討。
• 2020年度からの本格運用を目指す。

※）
・既に事業所で収集され、電子化されている可能性が高い項目を選定。
・事業所の負担を考慮し、全ての項目の入力を求めることは想定しない。
・項目は今後随時見直し予定。
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 介護保険総合データベースに格納された要介護認定情報・介護レセプト等情報の第三者提供について検討するため
「要介護認定情報・介護レセプト等情報の提供に関する有識者会議」を設置。

 これまで２回開催し、「要介護認定情報・介護レセプト等情報の提供に関するガイドライン（案）」の検討を行うと
ともに、このガイドライン（案）に基づく模擬申出に対する模擬審査を実施。また、第三者提供に係る告示を発出

 今後、第三者提供の受付を行い、提供を開始予定

介護保険総合データベース（第三者提供）

構成員

荒木暁子 公益社団法人日本看護協会常任理事

石川広己 公益社団法人日本医師会常任理事

石本淳也 公益社団法人日本介護福祉士会会長

市川衛 ＮＨＫ科学・環境番組部チーフ・ディレクター

今村知明 奈良県立医科大学教授

齋藤俊哉 国民健康保険中央会理事

瀬戸雅嗣 公益社団法人全国老人福祉施設協議会理事・統括幹事

高橋肇 公益社団法人全国老人保健施設協会常務理事

千葉正展 独立行政法人福祉医療機構経営サポートセンター参事

仲井培雄 一般社団法人日本慢性期医療協会常任理事

馬袋秀男 民間介護事業推進委員会代表委員

濵田和則 一般社団法人日本介護支援専門員協会副会長

藤井賢一郎 上智大学社会人間科学部社会福祉学科准教授

藤井康弘 全国健康保険協会理事

松田晋哉 産業医科大学公衆衛生学教授

松山裕 東京大学大学院医学系研究科公共健康医学専攻生物統計学教授

武藤香織
東京大学医科学研究所ヒトゲノム解析センター公共政策研究分
野教授

◎山本隆一 一般財団法人医療情報システム開発センター理事長

◎は座長

検討の経緯

○第一回（2018年3月14日）
・要介護認定情報・介護レセプト等情報の提供に関する検討事項の確認

・ガイドライン（案）の検討

・提供するデータセットに関する検討

○第三者提供に係る告示の発出（2018年6月1日発出）
「介護保険法第118条の2第2項の規定に基づき市町村が厚生労働大臣に

提供する情報の利用及び提供に関する指針」（厚生労働省告示第240号）

○第二回（2018年7月5日）
・提供するデータセットに関する検討

・模擬申出に対してガイドライン（案）に基づいた模擬審査の実施

⇒要介護認定情報・介護レセプト等情報の提供に関するガイドラインを発出

（2018年7月末（予定））

○今後の予定
・事前説明会（８月予定）後、事務局受付開始予定。

・第三回有識者会議（10～12月予定）にて審査後、データ提供開始。

・その後、概ね３ヶ月に一度のペースで 審査を行う予定。
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【通所リハビリテーション】
＜現行＞ ＜改定後＞

リハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ) ⇒ リハビリテーションマネジメント加算(Ⅳ)
６月以内 1020単位／月 ６月以内 1220単位／月（新設）
６月以降 700単位／月 ６月以降 900単位／月（新設）

【訪問リハビリテーション】
＜現行＞ ＜改定後＞

リハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ) ⇒ リハビリテーションマネジメント加算(Ⅳ)
150単位／月 420単位／月（新設）

※３月に１回を限度とする

単位数

○ 以下の内容を算定要件とする。
・リハビリテーションマネジメント加算(Ⅲ)の要件に適合すること。
・指定通所・訪問リハビリテーション事業所における通所・訪問リハビリテーション計画書等の内容に関する

データを、通所・訪問リハビリテーションの質の評価データ収集等事業に参加し、同事業で活用しているシス
テム（VISIT）を用いて厚生労働省に提出していること。

算定要件等

VISIT

 2017年度より、通所リハビリテーション事業所や訪問リハビリテーション事業所から、リハビリテーション計画書
等の情報を収集

 2018年度介護報酬改定で、データ提出を評価するリハビリマネジメント加算（Ⅳ）を新設。

 2018年５月末時点で488事業所が参加（３月末は100事業所）

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅳ）の概要
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 科学的に自立支援等の効果が裏付けられた介護サービスの方法論を確立、普及していくために必要な検討を行うため、
有識者による「科学的裏付けに基づく介護に係る検討会」を開催

 研究に利用可能な項目のうち、既に電子化され現場の負担を増やさずに収集できる項目から開始する方向で検討

 CHASEの初期仕様について中間とりまとめを実施。

CHASE①（科学的裏付けに基づく介護に係る検討会）

構成員

秋下雅弘 東京大学医学部附属病院老年病科教授

伊藤健次 山梨県立大学人間福祉学部福祉コミュニティ学科 准教授

海老原覚 東邦大学医療センター大森病院リハビリテーション科教授

近藤和泉 国立長寿医療研究センター機能回復診療部部長

真田弘美
東京大学大学院医学系研究科 健康科学・看護学専攻 老年看
護学/創傷看護学分野教授

白石成明 日本福祉大学健康科学部リハビリテーション学科教授

鈴木裕介
名古屋大学大学院医学系研究科地域在宅医療学老年科学教室
准教授

武田章敬 国立長寿医療研究センター在宅医療・地域連携診療部長

利光久美子 愛媛大学医学部附属病院 栄養部 部長

◎鳥羽研二 国立長寿医療研究センター 理事長

福井小紀子
大阪大学大学院医学系研究科 保健学専攻 地域包括ケア
学・老年看護学研究室教授

藤井賢一郎 上智大学社会人間科学部社会福祉学科准教授

松田晋哉 産業医科大学公衆衛生学教授

三上直剛 日本作業療法士協会事務局

八木裕子 東洋大学ライフデザイン学部生活支援学科 准教授

◎は座長
※上記の他、葛西参与、宮田教授、田宮教授が出席。また、オブザーバーとして、

日本医師会、全国老人保健施設協会、全国老人福祉施設協議会が参加。

検討の経緯

○第一回（2017年10月12日）

・検討会の基本的な問題意識及び共通理解の確認

・既存のエビデンス※１の確認及び整理

※１ ・過去に実施した老人保健健康増進等事業

・過去に実施した厚生労働科学研究費補助金研究事業

・2017年度老人保健健康増進等事業「自立に資する介護に関する調査
研究事業」において一般から募集した提案

・構成員から提出された資料

○第二回（2017年10月26日）

・既存のデータベース※２についての整理

・今後のエビデンスの蓄積に向けて収集すべき情報について、検討の前提と
なる情報、検討の方針及び枠組みについて検討

・「栄養」領域に関して、今後のエビデンスの蓄積に向けて収集すべき情報
について検討

※２ ・介護保険総合データベース

・通所・訪問リハビリテーションの質の評価データ収集等事業（VISIT）

○第三回（2017年11月7日）

・「リハビリテーション」、「（主に介護支援専門員による）アセスメント」、

「介護サービス計画（ケアプラン）」に関して、今後のエビデンスの蓄積
に向けて収集すべき情報について検討

○第四回（2017年12月21日）
・「認知症」、「利用者満足度」、「リハビリテーション以外の介入の情報」

に関して、今後のエビデンスの蓄積に向けて収集すべき情報について検討

○第五回（2018年3月9日）

・第４回までの議論の取りまとめ
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CHASE②（介護分野における今後のエビデンスの蓄積に向けて収集すべき情報について
（検討会中間とりまとめの概要））

Ⅰ はじめに

Ⅱ CHASEの仕様案について
①項目選定の基本方針

CHASEの初期仕様で収集する項目を以下の方針をもとに選定した。

・対象となる事業所の大部分で既に電子的に取得されている情報。
・一定程度の事業所において既に電子的に取得されており、その方法が簡便であって、他の事業所でも容易に導入、実施できると思われるもの。

②初期仕様案の項目の策定方法

・構成員から提案された項目について、「研究の重要性」及び「データ利用の可能性」の２点から評価し、一定の基準を超えたもの。
・介護支援専門員等によるアセスメントデータについて、比較的シェアが高い方式によるもの。

（異なるアセスメント方式によってとられたデータでも相互に比較できるよう、アセスメントデータを共通のフォーマットへ変換したものを格納）
・介護報酬の加算等の算定において求められる様式のうち分析しやすいと思われる項目。

（数値を求めているもの、コード化されているもの等）
・リハビリテーション以外のサービス提供内容について、訪問介護事業所における電子記録等から収集できるもの。

③運用に関する考え方

・対象となる事業所が限られるものや、電子化され提供可能になっているとは限らないものがあるため、各事業所に初期仕様案の項目すべてについてデータ提出を

求めるのではなく、各事業所で提出可能なものを提出してもらうこととする。

以下の項目に関して、検討会で引き続き検討を行う。

①初期仕様案の今後の変更に関する検討

・初期仕様案は随時バージョンアップ。
・バージョンアップの中で、新たに必要と思われる項目の追加、必要性が低いと思われる項目の削除、測定目的が重複している項目の整理等を行っていく。

②各事業所からのデータ提出に対する動機付けに関する検討

③現時点では収集が困難であるが、将来的に収集が有意義と思われる項目（「うつ」の発生の有無、睡眠時間、転倒回数、難聴、視力低下等）の検討

④科学的裏付けに基づく介護を推進していく上で引き続き検討が必要な内容の検討

Ⅲ 今後の課題

介護領域には、介護保険総合データベース、通所・訪問リハビリテーションの質の評価データ収集等事業によるデータベース（Monitoring & Evaluation for 
Rehabilitation Services for Long-term Care, VISIT）といった既存のデータベースがあるが、それらで収集されていないものを補完的に収集することによって、介
護領域におけるエビデンス構築により資すると考えられる。この既存のデータベースを補完するデータベースをCHASE（Care, Health Status & Events）と名付け、
その具体的な内容を検討し、成果をとりまとめた。
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CHASE③（収集する具体的項目の例（一部抜粋））

項目名称 属性 備考

栄養マネジメントに関する情報

身長 数値 センチメートル単位入力

体重 数値 キログラム単位入力（小数点第一位まで）

血清アルブミン値 数値 小数点第一位まで入力（g/dl）

食事摂取量 数値 %で入力（整数）

水分摂取量 数値 一日の水分摂取量を記載する。ミリリットル単位入力

経口移行・維持に関する情報

経口摂取の状態 文字列 10の位：歯又は使用中の義歯がある（0：非該当 1：該当）
1の位：食事の介助が必要である（0：非該当 1：該当）

例）歯または使用中の義歯がある→該当 かつ 食事の介助が必要である→該当⇒11と入力

口腔機能向上に関する情報

かかりつけ歯科医 文字列 0 なし 1 あり

改定水飲みテスト_結果 文字列 1 嚥下なし、むせる and/or 呼吸切迫 2  嚥下あり、呼吸切迫 等

個別機能訓練に関する情報

自分で食べる 興味がある・してみたい・しているそれぞれの該当・非該当を入力する

アセスメント等に関する情報

食事の回数 数値 一日の食事の回数を整数で入力する

認知症に関する情報

改定長谷川式認知症スケール（HDS-R） 数値 HDS-Rの値を記載

同じことを何度も何度も聞く 文字列 0  全くない 1 ほとんどない 2 ときどきある 3 よくある 4 常にある

日常生活動作に関する情報

Barthel Index 文字列

FIM 文字列
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11．2040年を見据えた社会保障の将来見通し



これまでの社会保障制度改革と一体改革後の展望

■ 2014年4月：消費税率引上げ（5%→8%）

○ 子ども・子育て新制度の創設、保育の受け皿
拡大、育児休業中の経済的支援の強化など、
消費税収を子ども・子育て分野に充当

○ 医療・介護・年金の充実

＜増収分を活用した社会保障の充実＞

○ 社会保障制度改革プログラム法や改革工程表
に沿って、社会保障の給付に係る重点化・効
率化を推進

○ 社会保障関係費の伸びについて、経済・財政
再生計画の「目安」を達成

＜持続可能性の確保のための制度改革＞

■ 消費税率引上げ（8%→10%）＜2019年10月予定＞

⇒ 一体改革に関わる社会保障の制度改革が完了

■ 一体改革後の社会保障改革に向けて

○ 今後数年は、消費税率引上げやオリパラ前後の需要変動を乗り越え、団塊世代が75歳に入り始める
2022年以降に向け、持続可能な経済財政の基盤固めに向けた構造改革の重要な期間（経済・財政一
体改革の中間評価）

○ 現役人口が急速に減少する一方で高齢者数がピークを迎える2040年頃を見据え、社会保障給付や負
担の姿を幅広く共有することが重要。（平成30年3月29日経済財政諮問会議有識者議員提出資料）

※ 地域医療構想、
医療費適正化
計画等は、目
標の達成に向
けて取組を継
続

平成30年４月12日経済財政諮問会議
加藤厚生労働大臣提出資料
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2040年頃を展望した社会保障改革の新たな局面と課題

0

1,000

2,000

3,000

2018 2025 2040

823万人
<12.5%>

医療・福祉

～～

（万人）

5,650万人程度

1. 現役世代の人口が急減する中での社会の

活力維持向上

⇒ 高齢者をはじめとして多様な就労・社会参

加を促進し、社会全体の活力を維持してい

く基盤として、2040年までに３年以上健康

寿命を延伸することを目指す。

2. 労働力の制約が強まる中での医療・介護

サービスの確保

⇒ テクノロジーの活用等により、2040年時

点において必要とされるサービスが適切に

確保される水準の医療・介護サービスの生

産性※の向上を目指す。

《2040年までの人口構造の変化》

《新たな局面に対応した政策課題》

（資料） 就業者数について、2018年は内閣府「経済見通しと経済財政運営の基

本的態度」、2025年以降は、独立行政法人労働政策研究・研修機構「平成27年

労働力需給の推計」の性・年齢別の就業率と国立社会保障・人口問題研究所

「日本の将来推計人口 平成29年推計」（出生中位・死亡中位推計）を用いて機

械的に算出。医療・福祉の就業者数は、医療・介護サービスの年齢別の利用状

況（2025年）をもとに、人口構造の変化を加味して求めた将来の医療・介護

サービスの需要から厚生労働省において推計（暫定値）。

※ サービス産出に要するマンパワー投入量。

※ 医療分野：ICT、AI、ロボットの活用で業務代替が可能と考え
られるものが5%程度（「医師の勤務実態及び働き方の意向等に
関する調査」結果から抽出）

※ 介護分野：特別養護老人ホームでは、平均では入所者2人に対
し介護職員等が1人程度の配置となっているが、ICT等の活用に
より2.7人に対し1人程度の配置で運営を行っている施設あり。

6,350万人程度

6,580万人

901

《就業者数の推移》

（万人）

人口構造の推移を見ると、2025年以降、
「高齢者の急増」から「現役世代の急減」に局面が変化。

2025年以降の現役世代の人口の急減という
新たな局面における課題への対応が必要。

2,180

3,677 3,921

+2.7%

+142.0%

+66.8%
+6.6%

8,638

▲17.0% ▲16.6%

高齢者人口
の急増

高齢者人口
の増加が
緩やかに

生産年齢
人口の減少

が加速15歳～64歳

65歳～74歳

75歳以上

団塊の世代が
全て65歳以上に

団塊の世代が
全て75歳以上に

団塊ジュニアが
全て65歳以上に

＜65歳以上人口＞

＜15歳～64歳人口＞

2,239

7,170

（万人）

5,978

6,000

930万人程度
<15%程度>

【暫定】

1,060万人程度
<19%程度>

【暫定】

（資料）総務省「国勢調査」「人口推計」（2015年まで）、国立社会保障・人口問題研究所「日本
の将来推計人口 平成29年推計」（出生中位・死亡中位推計）（2016年以降）

2,204

国民的な議論の下、

 これまで進めてきた給付と負担の見直し

等による社会保障の持続可能性の確保も

図りつつ、

 以下の新たな局面に対応した政策課題を

踏まえて、総合的に改革を推進。

25年間 15年間

25年間 15年間

平成30年４月12日経済財政諮問会議
加藤厚生労働大臣提出資料
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生産年齢人口の急減という局面で健康寿命の延伸に取り組むことの重要性
～高齢者就業の拡大を例に～

 近年の高齢者就業の拡大は、今日の経済社会において、社会保障のみならず経済社会全体に様々な好影響をもたらして
いる。

 今後、生産年齢人口の急減という新たな局面を迎える我が国経済社会の活力の維持向上のためには、高齢者の方々の就
労・社会参加の基盤となる健康寿命の延伸等が重要な政策課題に。

 都道府県ごとの65歳以上就業率と年齢調整後1人当
たり医療・介護費との間には負の相関。

 厚生労働省「中高齢縦断調査」(特殊報告)によれば、
１年前に就業していない者より就業している者の方
が「健康」を維持する確率や、「不健康」が「健
康」へ改善される確率が高いとの結果。

＜65歳以上就業率と医療・介護費 (27年度)＞＜被用者保険被保険者の推移(60～74歳)＞

 労働投入量の潜在成長率への寄与を見ると、労働力
人口が頭打ちとなる中で長らく押下げ要因だったが、
2015年以降、押上げ要因に転換。

 「中長期の経済財政に関する試算」の成長実現ケー
スは、今後潜在成長率が2%程度となる姿を描いて
おり、これを実現するためには、高齢者の方々のさ
らなる就業促進を通じた労働投入量の拡大が重要。

＜潜在成長率の推移＞

(%)

（グラフ出典）65歳以上就業率は「国勢調査」。年齢調整後1人当たり医療費は、
市町村国保と後期高齢者医療における年度データ。年齢調整後1人当たり介
護費は、１号被保険者を対象に集計した年度データ。 （グラフ出典）内閣府「月例経済報告」

2015年以降、労働投入量は潜在
成長率の押上げに転じている

（グラフ出典）厚生労働省「医療保険に関する基礎資料」
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【+28万人】

【+57万人】

【+14万人】

（万人）

（括弧内の数字は当該年齢層の
人口に占める割合）

65歳以上就業率

(%)
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 平成27年は平成20年と比べて、60～74歳の被用
者保険被保険者数は99万人増（被保険者数全体の
増（149万人）の約2/3に相当）。

 この増加した者に係る標準報酬が当該年齢の平均
値（平成27年健康保険被保険者実態調査より）と
同程度と仮定して、保険料収入への影響を粗く推
計すると、約3,400億円の増加。

平成30年５月21日経済財政諮問会議
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社会保障・税一体改革等への対応

消費税率引上げ
（2019年10月予定）

2014 2018 2019 2020～2016

経済・財政再生計画
集中改革期間

新たな計画に基づく取組

（社会保障の充実）

 年金生活者支援給
付金制度の創設

 介護保険１号保険
料軽減強化の完全
実施

※ 新 し い 経 済 政 策
パッケージを実施

2015 2017

 後期高齢者保険料

軽減特例（均等

割）の見直し

→ 一体改革に関わる
制度改革が完了

2040年を展望した社会保障改革

2040年を展望した社会保障改革についての国民的な議論の必要性

 高齢者数がピークを迎える2040年頃の社会保障制度を展望すると、社会保障の持続可能性を確保するための給付と
負担の見直し等と併せて、新たな局面に対応する課題である「健康寿命の延伸」や「医療・介護サービスの生産性の
向上」を含めた新たな社会保障改革の全体像について、国民的な議論が必要。

 社会保障の充実

• 子ども・子育て新制度の創設、保
育の受け皿拡大、育児休業中の経
済的支援の強化など、消費税収を
子ども・子育て分野に充当

• 医療・介護の充実、年金制度の改
善

 社会保障の安定化

• 基礎年金国庫負担割合２分の１等

＜社会保障の充実・安定化＞

 社会保障制度改革プログラム法や改

革工程表に沿って、社会保障の給付

に係る重点化・効率化を推進

 経済・財政再生計画の「目安」を達

成。社会保障関係費の実質的な伸び

は2016～2018年度で1.5兆円弱

＜持続可能性の確保のための制度改革＞

厚生労働省において、健康寿命の延伸と医療・介護サービスの生産性
向上に向けた目標設定や施策の具体化に着手。可能なものから予算措
置や制度改正を検討。

＜新たな局面に対応した政策課題＞

現役世代の人口が

急減する中での社

会の活力維持向上

労働力の制約が強ま

る中での医療・介護

サービスの確保

これまで進めてき
た給付と負担の見
直し等による社会
保障の持続可能性
の確保

これらの政策課題を総合的に検討していくため、

社会保障改革の全体像に関する国民的な議論が必要

引き続き取り組む
政策課題

＜ ＞

平成30年５月21日経済財政諮問会議
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（兆円）

2018年度
《GDP 564.3兆円》

2025年度
《GDP 645.6兆円》

2040年度
《GDP 790.6兆円》

医 療

介 護

39.2
(7.0%)

10.7
(1.9%)

①：47.8

②：47.4

15.3
(2.4%)

(7.4%)

(7.3%)

②：68.5

①：66.7

25.8
(3.3%)

(8.4%)

(8.7%)

49.9

62.7～63.1

92.5～94.3

(8.8%)

(9.7～9.8%)

(11.7～11.9%)

（兆円）

2018年度
《GDP 564.3兆円》

2025年度
《GDP 645.6兆円》

2040年度
《GDP 790.6兆円》

医 療

介 護

39.2
(7.0%)

10.7
(1.9%)

①：48.7

②：48.3

14.6
(2.3%)

(7.5%)

(7.5%)

②：70.1

①：68.3

24.6
(3.1%)

(8.6%)

(8.9%)

49.9

62.9～63.3

92.9～94.7

(8.8%)

(9.7～9.8%)

(11.7～12.0%)

2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）－概要－
（内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省 平成30年５月21日）

〇 高齢者人口がピークを迎える2040年頃を見据え、社会保障給付や負担の姿を幅広く共有するための議論の素材を提供するために、一定の仮
定をおいた上で、将来見通しを作成。

○ 現在、全国の都道府県、市区町村において、医療・介護サービスの提供体制の改革や適正化の取組みが進められている。これらの取組みに係る各
種計画（地域医療構想、医療費適正化計画、介護保険事業計画）を基礎とした「計画ベース」の見通しと、現状の年齢別受療率・利用率を基に機械的
に将来の患者数や利用者数を計算した「現状投影」の見通しを作成。

○ 医療・介護給付費について２つの見通しを比較すると、計画ベースでは、
・ 医療では、病床機能の分化・連携が進むとともに、後発医薬品の普及など適正化の取組みによって、入院患者数の減少や、医療費の適正化が行わ
れ（2040年度で▲1.6兆円）、

・ 介護では、地域のニーズに応じたサービス基盤の充実が行われることで（2040年度で＋1.2兆円）
疾病や状態像に応じてその人にとって適切な医療・介護サービスが受けられる社会の実現を目指したものとなっている。

試算結果①医療・介護給付費の見通し（計画ベースと現状投影との比較）

医療・介護給付費の見通し
（現状投影）

医療・介護給付費の見通し
（計画ベース）

（注１）医療については、単価の伸び率の仮定を２通り設定しており、給付費も２通り（①と②）示している。
（注２）「計画ベース」は、地域医療構想に基づく2025年度までの病床機能の分化・連携の推進、第3期医療費適正化計画による2023年度までの外来医療費の適正化効果、第7期介護保険事業計画による2025年度までのサービス量の見込みを基礎として計算

し、それ以降の期間については、当該時点の年齢階級別の受療率等を基に機械的に計算。なお、介護保険事業計画において、地域医療構想の実現に向けたサービス基盤の整備については、例えば医療療養病床から介護保険施設等への転換分など、現
段階で見通すことが困難な要素があることに留意する必要がある。

※ 平成30年度予算ベースを足元に、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」、内閣府「中長期の経済財政に関する試算（平成30年1月）」等を踏まえて計算。
なお、医療・介護費用の単価の伸び率については、社会保障・税一体改革時の試算の仮定を使用。（ ）内は対GDP比。

計画ベースと現状投影
との差（2025年度）

・ 医療介護計

▲0.2兆円

（▲0.0%）

・医療

▲0.9兆円

（▲0.1%pt）

・介護

+0.8兆円

（+0.1%pt）

計画ベースと
現状投影との差
（2040年度）

・ 医療介護計

▲0.3～▲0.4兆円

（▲0.0%）

・医療

▲1.6兆円

（▲0.2%pt）

・介護

+1.2兆円

（+0.2%pt）

（経済ベースラインケース）（経済ベースラインケース）
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（兆円）

2018年度 2025年度 2040年度

医 療

年 金

介 護

子ども・子育て

その他

56.7

39.2

10.7
7.9
6.7

121.3

140.2～140.6

188.2～190.0

(21.5%)

(21.7～21.8%)

(23.8～24.0%)

59.9 73.2

①：47.8
②：68.5

①：66.7

②：47.4

15.3

25.8

7.7

9.4

10.0

13.1

(1.2%)

(1.2%)

(1.2%)

(1.4%)

(1.5%)

(1.7%)

(1.9%)

(2.4%)

(3.3%)

(10.1%)
(9.3%) (9.3%)

(7.0%)

(7.4%)

(7.3%)

(8.4%)

(8.7%)

188.5
～190.3
(23.8～
24.1%)

＜現状投影＞

（計画ベース）

24.6
(3.1%)

①：68.3

②：70.1

(8.6%)

(8.9%)

140.4
～140.8
(21.7～

21.8%)

＜現状投影＞

14.6
(2.3%)

①：48.7
(7.5%)

②：48.3
(7.5%)

（計画ベース）

ＧＤＰ ： 564.3兆円 645.6兆円 790.6兆円
保険料負担： 12.4% 12.6% 13.4～13.5%

公費負担 ： 8.3% 9.0% 10.1～10.2%

309 322 328 

334 
406 

505 

180 

203 

233 

（万人）

2018年度

【就業者数全体6,580万人】

2025年度
（計画ベース）

【就業者数全体6,353万人】

2040年度
（計画ベース）

【就業者数全体5,654万人】

823
［12.5%］

931
［14.7%］

1,065
［18.8%］

医療福祉全体

医療

介護

その他の福祉

（402）

（327）

933
［14.7%］

＜現状投影＞

（204）

（233）

1,068
［18.9%］

（334）

（501）

＜現状投影＞

○ 社会保障給付費の対GDP比は、2018年度の21.5%（名目額121.3兆円）から、2025年度に21.7～21.8%（同140.2～140.6兆円）となる。その後15年
間で2.1～2.2%ポイント上昇し、2040年度には23.8～24.0%（同188.2～190.0兆円）となる。（計画ベース・経済ベースラインケース※）

○ 経済成長実現ケース※でも、社会保障給付費の対GDP比は概ね同様の傾向で増加するが、2040年度で比較するとベースラインケースに比べて、1%

ポイント程度低い水準（対GDP比22.6～23.2%（名目額210.8～215.8兆円））（計画ベース・経済成長実現ケース）。

※経済ベースラインケース及び成長実現ケースの経済前提については次頁参照。

医療福祉分野における就業者の見通し

試算結果②（社会保障給付費全体の見通し）

（経済ベースラインケース）
社会保障給付費の見通し

（注1）医療については、単価の伸び率の仮定を２通り設定しており、給付費も２通り（①と②）示している。
（注2） 「計画ベース」は、地域医療構想に基づく2025年度までの病床機能の分化・連携の推進、第3期医療費適正化計画による2023年度までの外来医療費の適正化効果、第7期介護保険事業計画による2025年度までのサービス量の見込みを基礎として計

算し、それ以降の期間については、当該時点の年齢階級別の受療率等を基に機械的に計算。なお、介護保険事業計画において、地域医療構想の実現に向けたサービス基盤の整備については、例えば医療療養病床から介護保険施設等への転換分な
ど、現段階で見通すことが困難な要素があることに留意する必要がある。

（注3）医療福祉分野における就業者の見通しについては、①医療・介護分野の就業者数については、それぞれの需要の変化に応じて就業者数が変化すると仮定して就業者数を計算。②その他の福祉分野を含めた医療福祉分野全体の就業者数について
は、医療・介護分野の就業者数の変化率を用いて機械的に計算。③医療福祉分野の短時間雇用者の比率等の雇用形態別の状況等については、現状のまま推移すると仮定して計算。

※ 平成30年度予算ベースを足元に、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」、内閣府「中長期の経済財政に関する試算（平成30年1月）」等を踏まえて計算。なお、医療・介護費用の単価の伸び率については、社会保障・税
一体改革時の試算の仮定を使用。（ ）内は対GDP比。［ ］内は就業者数全体に対する割合。保険料負担及び公費負担は対GDP比。
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人口・経済の前提、方法等

○ 足元値 平成30年度予算ベース。ただし、介護については第７期介護保険事業計画の集計値を基礎としている。

○ 人口前提 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）
※ただし、子ども・子育ての推計については、2020年度以降給付の対象となる子ども数を固定した形で推計。

○ 経済前提
2027年度までは、内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成30年1月）等、2028年度以降は、公的年金の平成26年

財政検証に基づいた前提値を使用。経済前提は2つのケースで試算（ベースラインケース（2028年度以降は平成26年財政
検証ケースＦ）、成長実現ケース（2028年度以降は平成26年財政検証ケースＥ））。

○ 将来見通しの作成方法（全般的考え方）
・ 公的年金 平成26（2014）年財政検証に、新たな将来推計人口・経済前提を簡易的に反映。年金生活者支援給付金の実施を織り込んで計算。
・ 医療、介護 年齢階級別受療率等に将来推計人口を適用して需要を推計し、サービスごとの単価、伸び率等を適用。
・ 子ども・子育て 「子育て安心プラン」「新しい経済政策パッケージ（2兆円パッケージ）」（制度の詳細が決定していない高等教育の無償化等は反

映していない）を織り込んだ上で、2020年度以降給付の対象となる子ども数を固定。
・ 上記以外 GDPに対する給付規模が将来にわたって変わらないことを基本として機械的に計算。
（なお、短期的には近年の予算等の動向も踏まえつつ計算。）

（留意事項）
○ 本見通しは、一定の仮定をおいて行ったものであり、結果は相当程度の幅をもってみる必要がある。特に、長期の推計であるため、長期間の人口変動の動向

とこれが経済社会に与える影響、経済、雇用の動向、給付単価の伸び率の動向等が、給付費の総額や対GDP比等の結果に大きな影響を与える可能性があ
ることに留意する必要がある。

○ 本見通しは、一体改革試算と同様、患者数や利用者数などの需要を基礎とした計算となっており、供給面については必要な需給をちょうどまかなうだけの供給
が行われるものと仮定して、必要マンパワーや費用等を計算している。従って、需要側である患者数が減少した際には、その減少に合わせてサービス供給量
も減少することを仮定していることに留意する必要がある。

○ 本見通しでは、医療においては年齢別制度別実効給付率、介護においては全体の実効給付率を現状の値で固定して将来の医療給付費および介護給付費を
算出していることに留意する必要がある。

○ 「計画ベース」の見通しでは、介護保険事業計画において、地域医療構想の実現に向けたサービス基盤の整備については、例えば医療療養病床から介護保
険施設等への転換分など、現段階で見通すことが困難な要素があることに留意する必要がある。

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028～
(H30) (H31) (H32) (H33) (H34) (H35) (H36) (H37) (H38) (H39) (H40～)

名目経済
成長率 (%)

成長実現 2.5 2.8 3.1 3.2 3.4 3.4 3.5 3.5 3.5 3.5 1.6

ベースライン 2.5 2.4 2.2 1.9 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.7 1.3

物価
上昇率(%)

成長実現 1.0 1.9 2.3 2.1 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 1.2

ベースライン 1.0 1.6 1.7 1.3 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.2

注．賃金上昇率については、2018年度は「平成30年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（平成30年1月22日閣議決定）に基づいて1.7%と設定し、
2019～2027年度までは名目経済成長率と同率、2028年度以降は平成26年財政検証の前提（ケースＥ・Ｆ）に基づいて2.5%としている。
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【就業者数全体5,654万人】

計画ベース 需要
低下

生産性
向上

（万人）

1,012
［17.9%］

需要低下と
生産性向上

935
［16.5%］

医療福祉分野における就業者数（2040年度）

（注） ［ ］内は就業者数全体に対する割合。

医療

介護

1,065
［18.8%］

【シミュレーション（１）】
○ 医療・介護需要が一定程度低下した場合

※ これまでの受療率等の傾向や今後の寿命の伸び
等を考慮し、高齢期において、医療の受療率が
2.5歳分程度、介護の認定率が１歳分程度低下し
た場合

＜2040年度の変化等＞
・医療福祉分野における就業者数：

▲81万人 [▲1.4％]

＜2040年度の変化等＞
・医療福祉分野における就業者数：

▲53万人 [▲0.9％]

【シミュレーション（２）】
○ 医療・介護等における生産性が向上した場合

※ ICT等の活用に関する調査研究や先進事例等を踏
まえ、医療・介護の生産性が各５％程度向上す
るなど、医療福祉分野における就業者数全体で
５％程度の効率化が達成された場合

▲130万人
［▲2.3％］

〇 基本となる将来見通しに加え、今後の議論に資するため、①医療・介護需要が一定程度低下した場合、②医療・介護
等における生産性が向上した場合を仮定して、将来の就業者数に関するシミュレーションを実施。

「2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）」に基づく
マンパワーのシミュレーション －概要－

（厚生労働省 平成30年５月21日）

※． （１）と（２）が同時に生じる場合、2040年度の変化は▲130万人［▲2.3％］

（参考）
2025年度

計画ベース

931
［14.7%］

（注）医療福祉分野における就業者の見通しについては、①医療・介護分野の就業者数については、それぞれの需要の変化に応じて就業者数が変化すると仮定して就業者数を計算。②その他の福祉分野を含めた医療福祉分野全体の就業者数につ
いては、医療・介護分野の就業者数の変化率を用いて機械的に計算。③医療福祉分野の短時間雇用者の比率等の雇用形態別の状況等については、現状のまま推移すると仮定して計算。

その他の
福祉分野
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